














Re-examining the Changes in Retail Structure: 
A Focus on General Trends 





 (1) 店舗密度の推移 
 (2) 店舗数・従業者数・年間販売額・売場面積の推移 
 (3) 1 店舗あたりの推移 
 (4) 従業者規模別構成比の推移 
 (5) 売場面積規模別構成比の推移 
 (6) 大規模小売企業の年間販売額構成比の推移 
 (7) 経営組織別店舗数構成比の推移 




 2015 年 6 月 30 日に、7 年ぶりに実施された 2014 年商業統計調査の速報集計
が公表されたのを皮切りとして、2015 年末から 2016 年末にかけ、各種確報集計
が発表された。 
 拙著（2010）などにおいて、日本の小売構造変化に関する様々な角度からの時

















 1952 年の調査開始以降、1976 年までは 2 年ごとに、1979 年以降は 3 年ごと
に調査が実施されている。1997 年以降の調査からは 5 年ごとに実施され、その









 ただし、「平成 26 年調査は、日本標準産業分類の第 12 回改定及び調査設計の
大幅変更を行ったことに伴い、前回実施の平成19年調査の数値とは接続しない」
と 2014 年商業統計調査の利用上の注意に示されているよう、2014 年商業統計調
査は、本調査の調査間隔が 7 年に延びたのみではなく、拙著（2010）などで行っ
てきた時系列での一貫した分析が困難なものとなっている。 




  ① 『第 1 巻 産業編（総括表）』の第 1 表 
    産業大分類「I－卸売業、小売業」に格付けられた事業所（調査対象事業
所）を全て集計しているが、年間商品販売額及び売場面積は、数値が得ら
れた事業所について集計した。 
  ② 『第 1 巻 産業編（総括表）』の第 2 表～第 21 表、第 25 表及び第 26 表 
    産業大分類「I－卸売業、小売業」に格付けられた事業所のうち、以下の
全てに該当する事業所（集計対象（有効回答）事業所）について集計した。 
   ・管理，補助的経済活動のみを行う事業所ではないこと 
   ・産業細分類の格付に必要な事項の数値が得られた事業所であること 





















 1999 年と 2004 年は簡易調査、2012 年は経済センサス-活動調査より算出され





 (1) 店舗密度の推移 
 1985 年から 2014 年までの図表 1(1)に示される店舗密度の推移を見るなら、1




図表 1 店舗密度の推移 
 1985 年 1988 年 1991 年 1994 年 1997 年 1999 年 
1 ㎞ 2あたり店舗数（店） 4.3 4.3 4.2 4.0 3.8  3.7  
1 店舗あたり人口（人） 73.7 75.2 77.4 82.9 88.2  89.5  
1 店舗あたり世帯数（戸） 23.6 24.7 26.3 29.1 32.0  33.3  
     
 2002 年 2004 年 2007 年 2012 年 2014 年  
1 ㎞ 2あたり店舗数（店） 3.4 3.3 3.0 2.7 2.7   
1 店舗あたり人口（人） 97.3 102.4 111.7 122.6 123.4   




 (2) 店舗数・従業者数・年間販売額・売場面積の推移 
 1970 年から 2014 年までの店舗数・従業者数・年間販売額・実質年間販売額・







賃を除く総合指数）をもとに、1970 年を 100 としてデフレートし、実質年間販
 
図表 2 店舗数・従業者数・年間販売額・売場面積の推移 
 1970 年 1972 年 1974 年 1976 年 1979 年 1982 年 
店舗数（1000 店） 1,471  1,496 1,548 1,614 1,674  1,721  
 伸び率（％） 1.3  0.8 1.7 2.1 1.2  0.9  
従業者数（1000 人） 4,926  5,141 5,303 5,580 5,960  6,369  
 伸び率（％） 3.0  2.2 1.6 2.6 2.2  2.2  
年間販売額（100 億円） 2,177  2,829 4,030 5,603 7,356  9,397  
 伸び率（％） 14.8  14.0 19.3 17.9 9.5  8.5  
実質年間販売額（100 億円） 2,177  2,558 2,621 2,978 3,368  3,699  
 伸び率（％） 7.8  8.4 1.2 6.6 4.2  3.2  
売場面積（万㎡） 5,472  6,111 6,741 7,497 8,574  9,543  
 伸び率（％） 7.2  5.7 5.0 5.5 4.6  3.6  
     
 1985 年 1988 年 1991 年 1994 年 1997 年 1999 年 
店舗数（1000 店） 1,629  1,620 1,591 1,500 1,420  1,407  
 伸び率（％） -1.8  -0.2 -0.6 -1.9 -1.8  -0.5  
従業者数（1000 人） 6,329  6,851 6,937 7,384 7,351  8,029  
 伸び率（％） -0.2  2.7 0.4 2.1 -0.2  4.5  
年間販売額（100 億円） 10,172  11,484 14,064 14,333 14,774  14,383  
 伸び率（％） 2.7  4.1 7.0 0.6 1.0  -1.3  
実質年間販売額（100 億円） 3,767  4,224 4,747 4,685 4,766  4,626  
  伸び率（％） 0.6  3.9 4.0 -0.4 0.6  -1.5  
売場面積（万㎡） 9,451  10,205 10,990 12,162 12,808  13,387  
 伸び率（％） -0.3  2.6 2.5 3.4 1.7  2.2  
     
 2002 年 2004 年 2007 年 2012 年 2014 年  
店舗数（1000 店） 1,300  1,238 1,138 1,033 1,025   
 伸び率（％） -2.6  -2.4 -2.8 -1.9 -0.4   
従業者数（1000 人） 7,973  7,762 7,579 7,404 7,686   
 伸び率（％） -0.2  -1.3 -0.8 -0.5 1.9   
年間販売額（100 億円） 13,511  13,328 13,471 11,485 12,218   
 伸び率（％） -2.1  -0.7 0.4 -3.1 3.1   
実質年間販売額（100 億円） 4,476  4,429 4,476 3,852 3,949   
 伸び率（％） -1.1  -0.5 0.4 -3.0 1.2   
売場面積（万㎡） 14,062  14,413 14,966 13,292 13,485   







 前章で述べた 2014 年商業統計調査の制度変更以外にも、集計基準の細かい変
化はあるが、図表 2 を見るなら、1980 年代に至るまで小売店舗数は一貫して増
加し続けているが、1982 年をピークとして減少に転じ、その減少傾向は 1990 年
代からは極めて顕著に現れ、2014 年まで続いている。その反面、一部例外はある
ものの、従業者数は 2002 年(2)、実質年間販売額は 1997 年、売場面積は 2007 年
まで増加傾向を示している。 










 (3) 1 店舗あたりの推移 
 図表 3 を見るなら、1 店舗あたりの従業者数、年間販売額、実質年間販売額、
売場面積は全て 1970 年に比べて増加傾向にあることから、零細性の弱まりと、
大型化の進展を読み取ることができる。ただし、2014 年調査の制約から断言する
ことはできないが、1 店舗あたり実質年間販売額が 2007 年から 2014 年にかけて
減少しているのは注目に値する。 
 
 (4) 従業者規模別構成比の推移 
 図表 4 より、従業者規模が 1 人～2 人の店舗数の割合は、2014 年に至るまで低
下し続けているが、2014 年時点でも 40.8％を占めている。 
 零細規模（1 人～4 人）・小規模（5 人～9 人）・中規模（10 人～49 人）・大規模











図表 3 1 店舗あたりの推移 
 1970 年 1972 年 1974 年 1976 年 1979 年 1982 年 
従業者数（人） 3.35 3.44 3.43 3.46 3.56  3.70  
 指数（1970＝100） 100.0 102.7 102.3 103.3 106.4  110.5  
年間販売額（万円） 1,480 1,892 2,603 3,471 4,395  5,459  
 指数（1970＝100） 100.0 127.8 175.9 234.6 297.0  368.9  
実質年間販売額（万円） 1,480 1,710 1,693 1,845 2,012  2,149  
 指数（1970＝100） 100.0 115.6 114.4 124.7 136.0  145.2  
売場面積（㎡） 37.19 40.86 43.54 46.45 51.23  55.44  
 指数（1970＝100） 100.0 109.9 117.1 124.9 137.7  149.0  
      
 1985 年 1988 年 1991 年 1994 年 1997 年 1999 年 
従業者数（人） 3.89 4.23 4.36 4.92 5.18  5.71  
 指数（1970＝100） 116.1 126.3 130.2 147.0 154.6  170.4  
年間販売額（万円） 6,246 7,090 8,838 9,555 10,407  10,223  
 指数（1970＝100） 422.0 479.1 597.2 645.7 703.2  690.8  
実質年間販売額（万円） 2,313 2,608 2,983 3,123 3,357  3,288  
 指数（1970＝100） 156.3 176.2 201.6 211.1 226.8  222.2  
売場面積（㎡） 58.03 63.00 69.07 81.09 90.22  95.15  
 指数（1970＝100） 156.0 169.4 185.7 218.0 242.6  255.8  
      
 2002 年 2004 年 2007 年 2012 年 2014 年  
従業者数（人） 6.13 6.27 6.66 7.16 7.50   
 指数（1970＝100） 183.2 187.3 199.0 214.0 224.0   
年間販売額（万円） 10,393 10,765 11,839 11,114 11,921   
 指数（1970＝100） 702.3 727.4 800.0 751.0 805.5   
実質年間販売額（万円） 3,443 3,577 3,934 3,728 3,853   
 指数（1970＝100） 232.6 241.7 265.8 251.9 260.4   
売場面積（㎡） 108.16 116.42 131.53 128.63 131.58   






図表 4 従業者規模別構成比の推移（単位：％） 
  1970 年 1972 年 1974 年 1976 年 1979 年 1982 年 
店舗数 
1 人～2 人 63.9  62.0 62.5 61.9 61.1  60.2  
3 人～4 人 22.5  23.3 23.3 23.7 24.0  24.0  
5 人～9 人 9.6  10.5 10.2 10.3 10.5  10.9  
10 人～49 人 3.7  3.9 3.7 3.8 4.1  4.6  
50 人以上 0.3  0.3 0.3 0.3 0.3  0.4  
年間販売額 
1 人～2 人 15.5  14.8 15.1 14.8 14.5  14.0  
3 人～4 人 18.9  19.1 19.1 19.3 19.0  18.9  
5 人～9 人 21.2  21.6 21.1 21.5 20.8  22.0  
10 人～49 人 24.1  24.9 23.6 23.9 25.0  25.1  
50 人以上 20.3  19.6 21.2 20.5 20.8  20.1  
         
  1985 年 1988 年 1991 年 1994 年 1997 年 1999 年 
店舗数 
1 人～2 人 57.7  54.0 53.2 51.0 49.9  48.7  
3 人～4 人 25.1  26.1 26.2 24.7 24.7  22.5  
5 人～9 人 11.7  13.2 13.4 14.8 15.0  16.1  
10 人～49 人 5.1  6.3 6.6 8.8 9.6  11.6  
50 人以上 0.4  0.5 0.5 0.7 0.8  1.0  
年間販売額 
1 人～2 人 12.7  11.2 10.8 9.3 8.5  7.5  
3 人～4 人 18.4  16.8 16.4 14.0 13.2  10.8  
5 人～9 人 21.6  21.0 20.5 20.2 19.3  18.3  
10 人～49 人 26.6  29.6 30.3 33.3 34.7  36.7  
50 人以上 20.6  21.5 22.0 23.2 24.3  26.7  
         
  2002 年 2004 年 2007 年 2012 年 2014 年  
店舗数 
1 人～2 人 46.4  45.9 44.3 44.8 40.8   
3 人～4 人 22.9  22.9 22.2 22.0 21.8   
5 人～9 人 16.8  16.8 17.7 17.0 18.8   
10 人～49 人 12.7  13.1 14.4 14.4 16.8   
50 人以上 1.1  1.2 1.4 1.7 1.8   
年間販売額 
1 人～2 人 6.5  6.3 5.4 5.0 4.6   
3 人～4 人 10.0  9.5 8.8 7.8 7.6   
5 人～9 人 18.1  17.6 17.8 16.0 17.1   
10 人～49 人 37.5  38.0 38.9 38.8 41.0   





 (5) 売場面積規模別構成比の推移 
 零細規模（100 ㎡未満）、小規模（100 ㎡以上 500 ㎡未満）、中規模（500 ㎡以
上 1000 ㎡未満）、大規模（1000 ㎡以上 3000 ㎡未満）、超大規模（3000 ㎡以上）













 (6) 大規模小売企業の年間販売額構成比の推移 
 図表 6 の年間販売額構成比を見るなら、資本金規模と従業者規模ともに、大規
模小売企業への集中度が非常に高まっていることが明白である。 
 しかし、資本金 1000 万円以上の大企業（商業企業）の企業数は、1985 年：
28,671 社、1988 年：35,142 社、1991 年：44,576 社、1994 年：63,028 社、1997
年：105,375 社、2002 年：99,400 社、2007 年：87,535 社、2014 年：67,186 社、
従業者数 50 人以上の大企業（商業企業）の企業数は、1985 年：7,252 社、1988
年：8,355 社、1991 年：8,592 社、1994 年：10,344 社、1997 年：10,241 社、
2002 年：10,160 社、2007 年：9,442 社、2014 年：9,314 社である。資本金 1000




 (7) 経営組織別店舗数構成比の推移 










図表 5 売場面積規模別構成比の推移（単位：％） 




100 ㎡未満 93.7 91.9 90.0 88.0 86.0 84.3 
100 ㎡以上 500 ㎡未満 4.7 4.3 5.4 5.2 6.2 7.1 
500 ㎡以上 1000 ㎡未満 0.8 0.5 0.4 0.4 0.5 0.5 
1000 ㎡以上 3000 ㎡未満 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 
3000 ㎡以上 ‐ ‐ ‐ ‐ 0.1 0.1 






100 ㎡未満 54.7 51.8 48.4 43.7 40.7 38.1 
100 ㎡以上 500 ㎡未満 20.3 17.4 17.7 14.4 15.2 16.0 
500 ㎡以上 1000 ㎡未満 6.6 5.0 4.4 4.2 4.7 4.7 
1000 ㎡以上 3000 ㎡未満 16.4 17.1 18.3 18.1 5.6 5.7 
3000 ㎡以上 ‐ ‐ ‐ ‐ 13.5 13.7 
なし・不詳 2.0 8.7 11.2 19.5 20.3 21.7 
      




100 ㎡未満 81.1 78.4 75.5 73.5 70.8 69.7 
100 ㎡以上 500 ㎡未満 7.7 8.9 10.4 12.4 13.9 14.2 
500 ㎡以上 1000 ㎡未満 0.5 0.5 0.6 0.8 0.7 0.8 
1000 ㎡以上 3000 ㎡未満 0.3 0.4 0.4 0.6 0.6 0.7 
3000 ㎡以上 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.3 






100 ㎡未満 35.3 33.2 29.9 27.8 24.5 23.5 
100 ㎡以上 500 ㎡未満 17.5 18.8 19.9 21.7 22.4 22.6 
500 ㎡以上 1000 ㎡未満 4.6 4.2 3.9 4.5 4.5 4.9 
1000 ㎡以上 3000 ㎡未満 5.8 6.0 5.9 6.7 7.5 8.2 
3000 ㎡以上 14.1 14.5 15.0 15.3 16.2 16.6 
なし・不詳 22.6 23.3 25.4 24.0 24.9 24.2 
      




100 ㎡未満 67.5 66.5 63.3 59.2 56.3  
100 ㎡以上 500 ㎡未満 14.9 15.3 16.6 17.7 19.3  
500 ㎡以上 1000 ㎡未満 1.7 2.0 2.5 3.4 3.8  
1000 ㎡以上 3000 ㎡未満 0.9 1.0 1.2 1.9 2.0  
3000 ㎡以上 0.4 0.4 0.5 0.7 0.7  






100 ㎡未満 21.9 20.3 18.6 14.6 14.5  
100 ㎡以上 500 ㎡未満 20.1 19.7 18.4 16.6 17.7  
500 ㎡以上 1000 ㎡未満 7.3 8.0 8.4 8.9 8.9  
1000 ㎡以上 3000 ㎡未満 9.1 9.6 10.5 13.3 12.1  
3000 ㎡以上 17.2 17.7 17.7 19.4 16.4  
なし・不詳 24.4 24.6 26.5 27.3 30.5  
（資料）「商業統計調査」「経済センサス-活動調査」より算出。 
（注）1976 年までは 1000 ㎡以上という集計基準であったため、1970 年～1976 年の 1000 ㎡
以上 3000 ㎡未満の数値は、1000 ㎡以上の店舗全てを表している。  
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図表 6 大規模小売企業の年間販売額構成比の推移（単位：％） 
 1972 年 1974 年 1976 年 1979 年 1982 年 
資本金 1000 万円以上 30.6  20.2 39.1 33.0 45.4  
従業者数 50 人以上 31.2  19.0 37.5 30.0 41.5  
    
 1985 年 1988 年 1991 年 1994 年 1997 年 
資本金 1000 万円以上 47.7  51.9 53.4 64.2 69.9  
従業者数 50 人以上 43.6  47.6 47.8 56.7 56.9  
    
 2002 年 2007 年 2014 年   
資本金 1000 万円以上 72.0  73.4 85.7  






図表 7 経営組織別店舗数構成比の推移（単位：％） 
 1972 年 1974 年 1976 年 1979 年 1982 年 1985 年 
法人商店 17.8  19.0 20.6 22.8 25.3  27.6  
個人商店 82.2  81.0 79.4 77.2 74.7  72.4  
（常時雇用者なし個人商店） 66.2  65.4 63.6 56.4 58.8  54.5  
     
 1988 年 1991 年 1994 年 1997 年 1999 年 2002 年 
法人商店 31.1  35.5 38.7 41.3 43.2  44.9  
個人商店 68.9  64.5 61.3 58.7 56.8  55.1  
（常時雇用者なし個人商店） 41.4  42.9 43.4 37.2 34.4  - 
     
 2004 年 2007 年 2012 年 2014 年   
法人商店 46.7  49.7 56.3 59.5   
個人商店 53.3  50.3 43.7 40.5   





 (8) 本支店別構成比の推移 
 商業統計調査では、他の場所に同一経営の本店、支店、支社、営業所などを持









 図表 8 より、単独店の比率が低下する反面、支店の増加率が大きいことは、小
売業の多店舗展開（チェーン化）が進展していることを意味する。法人企業のみ
のデータとなるが、50 店舗以上を展開する企業数も、1972 年には 51 社しかなか
ったが、1985 年：220 社、1988 年：326 社、1991 年：368 社、1994 年：463 社、
1997 年：503 社、2002 年：596 社、2007 年：646 社、2014 年：790 社と年々増
加し続けている。 
 
図表 8 本支店別構成比の推移（単位：％） 
  1970 年 1972 年 1974 年 1976 年 1979 年 1982 年 
店舗数 
単独店 91.8 88.3 87.0 85.5 83.2  81.2  
本店 2.1 3.3 3.5 3.8 4.5  4.7  
支店 6.1 8.4 9.4 10.6 12.4  14.2  
単独店の年間販売額 57.4 54.5 51.5 49.3 46.2  44.0  
     
  1985 年 1988 年 1991 年 1994 年 1997 年 1999 年 
店舗数 
単独店 80.1 78.1 75.8 74.4 72.8  73.1  
本店 4.8 4.8 5.2 5.0 4.9  3.7  
支店 15.2 17.1 19.0 20.6 22.2  23.2  
単独店の年間販売額 42.3 39.3 35.5 35.3 32.3  31.2  
     
  2002 年 2004 年 2007 年 2012 年 2014 年  
店舗数 
単独店 71.8 69.0 67.4 67.2 61.7   
本店 3.7 4.5 3.9 4.3 4.5   
支店 24.5 26.5 28.7 28.5 33.9   


















 (1) 1 ㎞ 2あたりの店舗数を算出するにあたり、1985 年の面積のみ「国勢調査」のデータを
使用し、その他は「全国都道府県市区町村別面積調」の該当年データを使用した。また、




 (2) 現実に事業所で働いている人数を意味する就業者数も、2002 年：8,440,574 人、2004
年：8,376,735 人、2007 年：8,062,196 人、2012 年：6,055,186 人、2014 年：6,193,355
人と減少傾向にある。 
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